
人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 4,712,068 104,513 89,252 17.1
賃金（物件費） 185,436 4,113 4,892 ▲ 15.9
一部事務組合負担金（補助費等） 615,043 13,642 6,848 99.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 880 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 142,602 3,163 3,287 ▲ 3.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 139,320 3,090 2,080 48.6
▲退職金 ▲ 489,390 ▲ 10,855 ▲ 10,401 4.4
合計 5,305,079 117,666 96,839 21.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 12.20 9.86 2.34
ラスパイレス指数 92.6 95.3 ▲ 2.7

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

5,599,720 124,201 65,486 89.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等
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公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,281,135 28,415 18,494 53.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

825,833 18,317 5,152 255.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

178,534 3,960 2,450 61.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
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▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 4,545,523 ▲ 100,819 ▲ 50,378 100.1

合計 3,339,699 74,074 41,231 79.7

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 島根県 雲南市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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